
【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 44,847,082   固定負債 21,806,398

    有形固定資産 29,675,238     地方債 16,592,052

      事業用資産 19,803,180     長期未払金 -

        土地 8,171,224     退職手当引当金 4,789,574

        立木竹 -     損失補償等引当金 46,968

        建物 28,985,722     その他 377,803

        建物減価償却累計額 -17,903,106   流動負債 2,106,226

        工作物 1,478,774     １年内償還予定地方債 1,721,606

        工作物減価償却累計額 -1,076,337     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 254,126

        航空機 -     預り金 130,494

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 0 負債合計 23,912,623

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 146,904   固定資産等形成分 47,277,953

      インフラ資産 9,663,716   余剰分（不足分） -22,615,200

        土地 1,561,506

        建物 275,241

        建物減価償却累計額 -254,529

        工作物 19,697,028

        工作物減価償却累計額 -11,990,146

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 374,617

      物品 1,124,760

      物品減価償却累計額 -916,419

    無形固定資産 3,596

      ソフトウェア 3,596

      その他 -

    投資その他の資産 15,168,249

      投資及び出資金 10,439,597

        有価証券 500

        出資金 10,439,097

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 225,756

      長期貸付金 189,632

      基金 4,342,890

        減債基金 197,002

        その他 4,145,888

      その他 -

      徴収不能引当金 -29,627

  流動資産 3,728,294

    現金預金 1,224,528

    未収金 83,860

    短期貸付金 105,012

    基金 2,325,859

      財政調整基金 2,325,859

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -10,965 純資産合計 24,662,753

資産合計 48,575,376 負債及び純資産合計 48,575,376

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：館山市

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 19,530,457

    その他 3,000

  臨時利益 14,553

    資産売却益 14,553

    資産除売却損 12,777

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 45,745

純経常行政コスト 19,175,510

  臨時損失 369,500

    災害復旧事業費 307,977

  経常収益 1,093,704

    使用料及び手数料 560,405

    その他 533,299

      社会保障給付 3,364,157

      他会計への繰出金 1,626,583

      その他 15,565

        その他 675,472

    移転費用 10,883,071

      補助金等 5,876,765

      その他の業務費用 800,165

        支払利息 85,542

        徴収不能引当金繰入額 39,151

        維持補修費 675,957

        減価償却費 1,176,659

        その他 3,099

        その他 559,319

      物件費等 5,329,109

        物件費 3,473,394

        職員給与費 2,595,695

        賞与等引当金繰入額 254,126

        退職手当引当金繰入額 -152,270

  経常費用 20,269,214

    業務費用 9,386,144

      人件費 3,256,870

行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：館山市

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 25,218,856 47,420,508 -22,201,652

  純行政コスト（△） -19,530,457 -19,530,457

  財源 19,126,580 19,126,580

    税収等 12,887,235 12,887,235

    国県等補助金 6,239,345 6,239,345

  本年度差額 -403,877 -403,877

  固定資産等の変動（内部変動） 9,671 -9,671

    有形固定資産等の増加 2,413,216 -2,413,216

    有形固定資産等の減少 -2,757,382 2,757,382

    貸付金・基金等の増加 2,218,828 -2,218,828

    貸付金・基金等の減少 -1,864,991 1,864,991

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -152,226 -152,226

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -556,103 -142,555 -413,548

本年度末純資産残高 24,662,753 47,277,953 -22,615,200

純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：館山市

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 133,581

本年度歳計外現金増減額 -3,088

本年度末歳計外現金残高 130,494

本年度末現金預金残高 1,224,528

    その他の収入 -

財務活動収支 2,895

本年度資金収支額 -498,266

前年度末資金残高 1,592,301

本年度末資金残高 1,094,034

  財務活動支出 1,726,505

    地方債償還支出 1,706,168

    その他の支出 20,337

  財務活動収入 1,729,400

    地方債発行収入 1,729,400

    貸付金元金回収収入 388,932

    資産売却収入 40,347

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,093,410

【財務活動収支】

    貸付金支出 353,700

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,320,450

    国県等補助金収入 177,615

    基金取崩収入 713,556

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,413,860

    公共施設等整備費支出 871,065

    基金積立金支出 1,172,741

    投資及び出資金支出 16,354

  臨時支出 310,977

    災害復旧事業費支出 307,977

    その他の支出 3,000

  臨時収入 -

業務活動収支 592,249

  業務収入 19,981,719

    税収等収入 12,838,005

    国県等補助金収入 6,061,730

    使用料及び手数料収入 523,000

    その他の収入 558,983

    移転費用支出 10,883,071

      補助金等支出 5,876,765

      社会保障給付支出 3,364,157

      他会計への繰出支出 1,626,583

      その他の支出 15,565

    業務費用支出 8,195,422

      人件費支出 3,417,079

      物件費等支出 4,155,298

      支払利息支出 85,542

      その他の支出 537,504

資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 19,078,493
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1、重要な会計方針				

				

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法				

取得原価による。ただし、開始時の評価基準・評価方法は以下の通り。				

ア、昭和59年以前に取得したもの→再調達価額				

イ、昭和60年度以後に取得したもの				

　　取得原価が判明しているもの→取得価額				

　　取得原価が不明なもの→再調達価額				

　　※ア・イいずれの場合でも、取得価額が不明な道路、河川、水路の敷地は備忘価額1円とする。				

				

ウ、無形固定資産→原則として取得価額（不明なものは再調達価額）				

				

②有価証券等の評価基準及び評価方法				

・所有する有価証券（満期保有目的以外）については、取得価額による				

・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額とする。 				

・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額とする。				

				

				

③有形固定資産等の減価償却の方法				

・有形固定資産（リース資産を除きます） 				

　定額法を採用				

　　【主な耐用年数】				

　　　建物　10年～50年				

　　　工作物 5年～60年				

　　　物品　 2年～50年				

　　				

・無形固定資産（リース資産を除きます）				

　定額法を採用				

				

・リース資産				

ア　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産				

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法				

イ　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産				

　　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法				

				

④引当金の計上基準及び算定方法				

・徴収不能引当金				

　過去5年間の平均不納欠損率により計上する。				

・賞与引当金				

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及び、それらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ当年度の期間に対応する部分を計上している。				

・退職手当引当金				

　退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額からすでに職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、				

　組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上する。				

・損失補償引当金				

　地方公共団体健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定法に従う。				

 				

⑤リース取引の処理方法				

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。				

　オペレーティング・リース取引には、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行う。				

				

⑥資金収支計算書における資金の範囲				

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物を資金の範囲とする。				

　このうち現金同等物は、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。				

				

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項				

ア　物品およびソフトウェアの計上基準				

　　物品については、取得価額又は見積価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上する。				

　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じている。				

イ　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときに修繕費として処理を行う。				

				

２、重要な会計方針の変更等				

・会計方法の変更　　　下水道事業特別会計について、公営企業会計へ移行				

・表示方法の変更　　　該当なし				

・資金収支計算書における資金の範囲の変更　　　　該当なし				

				

３、偶発債務				

①保証債務及び損失保証債務の負担の状況				

団体名	　：　土地開発公社

確定債務　：　46,968千円	　

総額　　　：　46,968千円

				

②係争中の訴訟等				

 ・千葉地方裁判所木更津支部　令和2年（ワ）第96号				

　　賃借物修繕等請求事件				

				

４、追加情報				

①財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項				

ア　一般会計等財務書類の対象範囲は一般会計のみとなる。				

イ　地方自治法235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とする。				

ウ　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。				

エ　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況				

　　実質赤字比率        －円 				

　　連結実質赤字比率　　－円				

注　記
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　　実質公債比率　　 5.5％				

　　将来負担比率　　26.7％				

オ　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　				

  　   39,322千円				

カ　繰越事業に係る将来の支出予定額				

　　1,230,825千円				

				

②賃借対照表に係る事項				

ア　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額				

  該当なし				

イ　基金借入金（繰越運用）の内容				

　該当なし				

ウ　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額				

  　14,729,959千円				

エ　将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）				

　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　11,854,697千円

　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　　　　　　　190,434千円

　　将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　28,465,427千円

　　充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,722,049千円

　　特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,197,170千円

　　地方債現在高等に係る基準財政需要額参入見込額　　　　　　　　　 14,729,959千円

オ　自治法234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額				

　該当なし				

カ　建物のうち1,432,008千円は、PFI事業に係る資産を計上				

				

③純資産変動計算書に係る事項				

純資産における固定資産等形成及び余剰分（不足分）の内容				

　・固定資産形成分				

　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上する。				

　・余剰分（不足分）				

　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上する。				

				

④資金収支計算書に係る事項				

ア　基礎的財政収支　　　　　　　43,566千円

				

イ　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳				

				

資金収支計算書の業務活動収支　　　 　　　　592,249千円

投資活動収入の国県等補助金収入　　　　　　 177,615千円

減価償却費 　　　　 　　　　　　　　　　-1,176,659千円

徴収不能引当金繰入額       　　 　　　　   -39,151千円

退職手当引当金繰入額       　　　　　      152,270千円

賞与引当金繰入額            　　　　　　　-254,126千円

固定資産所売却益（損） 　　          　　　　1,776千円

未収債権，未払債務等の増加（減少）　　　　 142,150千円

純資産変動計算書の本年度差額  　　　　　　-403,877千円

				

ウ　一時借入金に関する情報				

資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれない。				

一時借入金の限度額　　　　　　　　　　　  1,500,000千円				

				

エ　重要な非資金取引				

・新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　　　－円				
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